
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２１０２

基盤研究(B)（一般）

2016～2013

「新しい公共」形成をめぐる民間スポーツ組織の公共性に関する国際比較研究

International Comparative Research on the "New Publicness" of Non-Governmental 
Sports Organization

５０１９５１９５研究者番号：

菊　幸一（KIKU, Koichi）

筑波大学・体育系・教授

研究期間：

２５２８２１９０

平成 年 月 日現在２９   ６ １５

円    14,500,000

研究成果の概要（和文）：　NGOとしてのスポーツ組織は、スポーツのグローバル化の中で、政府や地方自治体
による公権力に依存しないで、スポーツによる「新しい公共」形成がめざされる必要がある。調査対象国（英
国、ドイツ、オーストリア、台湾）と日本の現状とを比較検討した結果、いずれも、1）大衆化と高度化の二極
化、2）課題の多様化と複雑化、3）組織的統合の必要性、4）「新しい公共」の自覚化、という共通の課題に直
面していることが明らかとなった。
　

研究成果の概要（英文）：  In the era of globalization, it seems necessary that sport organizations 
as non-governmental organizations aim for the formation of a “new publicness” through sport 
instead of depending on the governmental authority or on local governing bodies. Through a 
comparative investigation of England, Germany, Austria and Taiwan with Japan, the following common 
tasks, which sport organizations in these countries are confronted with, could be revealed: 1) 
bipolarization of popularizing sport and high performance development, 2) diversification and 
complexity of tasks, 3) necessity of organizational integration and 4) awareness of a “new 
publicness.”
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１．研究開始当初の背景 
（１）これまで我が国におけるスポーツ組織
研究は、全般的にきわめて低調であった。我
が国ではヨーロッパにみられるようなスポ
ーツ活動を支える自立したクラブによって
スポーツ集団が編成されておらず、もっぱら
学校や企業といったスポーツ以外の（スポー
ツを手段とする）組織に依存することによっ
て、スポーツ組織の社会的存在が特徴づけら
れてきたからである。そのような組織形態の
もとで、スポーツの公共性は、もっぱら教育
目的や企業目的によって担保され、それを行
政が振興する形でこれまで推移してきた。す
なわち、このようなスポーツ組織を研究する
上において、その「公共性」は、「スポーツ
の」組織論ではなく、「体育の」組織論か、
あるいは労働者に対する「福利厚生の」組織
論からしか展開されておらず、スポーツそれ
自体から形成される組織（クラブ、種目別協
会・連盟、統括組織等）に対する研究に基づ
く「公共性」論にはなり得ていなかった。 
（２）ところが、スポーツ基本法、スポーツ
基本計画にスポーツ組織の「責務」としての
「連携・協働」が謳われた。また 2010 年当
時の民主党鳩山政権によって提唱された「新
しい公共」宣言は、今後のスポーツ政策への
影響を考えると、その担い手として期待され
るであろう民間スポーツ組織に対しても、こ
の「新しい公共」の理念に鑑みた「公共性」
をめぐる現状と課題を明らかにするよう求
めてくるであろう。 
（３）したがって、スポーツ組織の公共性に
ついて、歴史社会学的な「公共性」論に基づ
く生成論的な観点からみた国際比較によっ
て、その異同の特徴を明らかにし、我が国の
民間スポーツ組織のガバナンス・システムモ
デルを提唱する必要がある。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究の目的は、2010 年当時の民主
党鳩山政権によって打ち出された「新しい公
共」宣言がもたらすその後のスポーツ政策へ
の影響に鑑み、その担い手として期待されて
いる民間スポーツ組織の公共性からみた構
造や機能、とりわけ行政組織（官）との関係
や民間スポーツ組織間相互の「連携・協働」
をめぐって引き起こされるさまざまな葛藤
や課題を明らかにすることである。 
（２）そのため本研究では、①歴史社会学的
観点から民間スポーツ組織の「公共性」概念
を内外文献によって整理し、②それに基づい
て主にヨーロッパと我が国を含めたアジア
の民間スポーツ組織の現状と課題を比較調
査し、③我が国における「新しい公共」形成
を担う民間スポーツ組織の公共性を担保す
るガバナンス・システムをビジョンとして示
すことを目指すものである。 
 
３．研究の方法 
主な調査対象国は、ドイツ、オーストリア、

イギリス、台湾、日本であり、日本を除く 4
ヶ国については、調査フレーム策定のための
文献（ネット情報を含む）調査とインタビュ
ー調査を併用して行った。また、日本につい
ては、財団法人日本体育協会の協力を得て、
傘下のスポーツ競技団体に対する質問紙調
査を行った。 
 
４．研究成果 
（１）オーストリア、ドイツ調査の結果と考

察 
①オーストリアにおけるスポーツ組織の現
状と課題 

 オーストリアのスポーツ制度は、大衆スポ
ーツが競技スポーツを支えるボトムアップ
のピラミッド型構造である。この基盤（ボト
ム）は、地域コミュニティに密着した地域ス
ポーツクラブが社会全体に対して広くスポ
ーツ活動等を提供し、スポーツの普及そのも
のを担っている。この地域スポーツクラブが
州の統括団体及び競技団体のそれぞれに加
盟し、それらはまた連邦のスポーツ統括団体
及び競技団体に加盟しているという仕組み
となっている。ピラミッドのトップには、ア
スリートが世界的に活躍するエリートスポ
ーツが存在し、基本的にそのトップが大衆ス
ポーツに支えられている構造となっている。 
 地域スポーツクラブから連邦のスポーツ
組織まで、全ての団体は、スポーツそのもの
への愛好から形成される自立したものであ
り、スポーツを自己目的的なものとして活動
する非営利的な自治組織である。歴史的にオ
ーストリア社会民主党が政権を握ってきた
オーストリアにおいては、社会に深く浸透し
ている「平等性」という連邦主義的社会思想
がスポーツにも反映され、主に連邦スポーツ
統括団体に推進される大衆スポーツの普及
も、種目別に連邦競技団体により行われてい
るトップスポーツの強化も、常にそのバラン
スが考えられている。オーストリアでは、民
間スポーツ組織が大衆スポーツと競技スポ
ーツのバランスをとることで、スポーツ享受
の「平等性」実現に向けて機能しているとい
う点で、その公共性を担保している。しかし、
スポーツ組織が政党と連動しているオース
トリア特有の構造は、スポーツ政策を通じて
大衆への支持を獲得するという意味から、逆
に競技スポーツへの支援が不足するという
課題も生み出しており、2014 年より施行さ
れている連邦スポーツ振興法 2013 等によっ
て、現在その対策の過渡期にある。 
②ドイツ DOSB の成立経緯と現状及び課題 
 2006 年にドイツスポーツ連盟（DSB）と
ドイツオリンピック委員会（NOKD）は組織
的に統合され、ドイツオリンピック・スポー
ツ連盟（DOSB）が誕生した。DOSB は、合
併により 1つの組織で統一された大衆スポー
ツと競技スポーツの両方を表す「表裏一体」
を理念にしている。 
 DOSB では、ドイツにおけるスポーツが基



本的に公共的なものとして捉えられ、スポー
ツの自治の精神から、この組織がスポーツを
財政的に支援する行政との連携及び協働に
対しても基本的に機能している構造となっ
ている。ドイツでは、近年の若者のスポーツ
離れにみられるようなスポーツに対する認
知及び意識の希薄さが問題となっているが、
このような課題の解決に向けてもドイツス
ポーツ界全体を統括する民間スポーツ組織
の統合の意義はきわめて大きいと言えるだ
ろう。このことは、ポスト・オリンピックに
おける日本の民間スポーツ組織の在り方に
も一石を投じる事態としてとらえられる。 
③ドイツにおける障害者のリハビリテーシ

ョンスポーツシステムの公共性 
 ドイツにおける障害者のリハビリテーシ
ョンスポーツの公共性を担保する構造は、連
邦リハビリテーション連合（BAR）がコーデ
ィネート機関として，既存の団体の連携・調
整という、いわば内側に対するコーディネー
トを行なうだけではなく，既存の団体の外側
に存在する団体もまた議論に参加できるよ
うに積極的に呼び込むことや合意内容を外
側に公開すること等によって，複数の価値や
意見の<間>に生成されることによって成り
立っている。また，それを可能にしている
BAR は，当事者団体によって作られ，その運
営も当事者団体が連合して行われていると
ころに特徴が見られた。 
 今後の課題としては，医療保険の適用とな
るリハビリテーションスポーツ指導者が，国
家資格ではないドイツ障害者スポーツ連盟
が養成する指導者資格である点について，ど
のような背景のもとで医療保険が適用され
る資格となりえたのかを明らかにすること
である。このことについては，ドイツのスポ
ーツ文化の視点から捉えていくことが重要
になると考えられる。リハビリテーションを
担う人材は，通常は理学療法や作業療法など
の医療的な専門性を有する有資格者である
が，リハビリテーションスポーツ指導者は，
医療的な専門性に加えてスポーツに関する
専門性を有している有資格者である。したが
って，ここにはスポーツの文化的特徴への理
解が重要であることが示唆されている。 
  
（２）イギリス調査の結果と考察 
①イギリスの自転車文化における公共性 
 近年、イギリスにおけるサイクルスポーツ
のグラスルーツでの活性化、そして競技スポ
ーツとしての発展のメカニズムは、日常生活
における移動手段としての活動とレクリエ
ーション的活動、そして競技スポーツとして
の活動でさえも同様の道具（自転車）を利用
するなど、この 3つの活動における実践者が
極めてオーバーラップしているところにあ
る。イギリスの場合、他のヨーロッパのオラ
ンダやドイツなどの、いわゆる自転車先進国
のように、専用の自転車道が完備されていな
いなど、自転車通行に関してのインフラが整

っていない。しかし、逆にこのデメリットが、
車道において安全のためにも比較的速いス
ピードで車と並走しなくてはいけないとい
う、移動としての自転車利用に関してもスポ
ーツ走行をせざるをえないという特殊な状
況をつくりだしている。これが、三様の活動
の連続性（パスウェイ）を創出している背景
であり、日常生活における自転車利用が、「健
康に良い」「環境に良い」という公共的価値
を有するとの認識が他の形態の活動にも派
生する所以である。競技団体とロンドン市の
交通局が連携するという特殊なケースは、こ
の背景が大きく関与していた。 
 また、クラブの運営形態に関しても新しい
文化が生まれている。自転車の場合は、決め
られた時間や場所に限定されずに、きわめて
柔軟な活動パターンが可能になっている。ク
ラブの活動に関しても、イベントごとにクラ
ブメンバー以外の参加が可能であったり、他
のクラブとの共同でイベントを開催したり、
SNS でクラブを横断した連携があったりと、
きわめて多様なイベントが開催されている。
多様化した個人のライフスタイルに即し、
SNS を最大限に活用した新しいクラブ文化の
出現である。クラブは閉じられた空間である
からそこに凝集性、時には排他性が生まれる
が、この SNS を介した新しいクラブのあり方
では、凝集性・排他性と公共性がアンビバレ
ントに存在することである。このように、イ
ギリスでは自転車に関連する活動のパスウ
ェイ、それを後押しする自転車の持つ公共的
価値、現代人のライフスタイルにマッチし新
しい形のクラブ文化の形成という3つの側面
が、近年の自転車人気を作り出している。 
②イギリスにおけるスポーツ組織の構造と
民間スポーツ組織による「新しい公共」形
成の可能性 

 イギリスにおけるスポーツ組織の構造的
特徴と課題、および民間スポーツ組織の傘団
体であるスポーツ・レクリエーション連合
（S+RA）の活動について検討した。「民間ス
ポーツ組織による『新しい公共』形成の可能
性」という点に照らし合わせて考えるならば、
イギリスでは、S+RA のような民間スポーツ
組織（傘団体）が率先して民間スポーツ組織
のガバナンスの改善、強化に向けて取り組ん
でいることが理解される。確かに、様々な外
部状況（スポーツ団体に対する企業法の適用、
公的資金をめぐる説明責任の強化の流れな
ど）によって強いられている部分があるとは
いえ、一般企業向けの民間団体や法律会社と
連携しつつ、スポーツ界から積極的に民間ス
ポーツ組織のガバナンスを改善しようとし
ている点は注目される。特に、民間スポーツ
組織に対して、そのガバナンスに関わる統一
的なボランタリー・コードを作成している
（ヨーロッパにおいてもそうした動きが見
られる）点は、日本における民間スポーツ組
織のガバナンスのあり方を考える上で、1 つ
の参考になると考えられる。また、S+RA は



民間スポーツ組織の傘団体として、イギリス
における政治状況やスポーツ政策の変化、政
府（系機関）による法改正に対して積極的に
発言していた点も重要である。ここには、ア
マチュアリズムをはじめとする、スポーツの
自立（自律）に対するイギリス伝統（固有）
の価値観が表れている。 
 2012 年以降は、UK スポーツ、スポーツ・
イングランドの側からもS+RAのボランタリ
ー・コードと同様の形で、民間スポーツのガ
バナンス・コードが策定され、その導入が進
められている。また、リオ・オリンピック大
会後のスポーツ界に対する助成（の減額）に
対して懸念が示される中で、これらの民間ス
ポーツ組織のガバナンスに関する課題に加
えて、スポーツ参加の増加をめざすための課
題として、1）映画やゲームなど他の余暇活
動との競合への対応策、2）現代社会の生活
様式にあわせて、スポーツ機会の提供の仕方
を変えていく必要性、3）スポーツのパイを
拡大することの重要性、が指摘される。これ
らの課題に対して、今後、S+RA、そして個々
の民間スポーツ組織（特に競技団体）がどの
ように対応していくのかが注目される。 
③国内スポーツ統括団体における組織的公

共性の担保に向けた課題 
 我が国におけるスポーツ統括団体におけ
る組織的公共性の担保に向けた課題を検討
することを目的として、イングランド協会と
日本協会を「意思決定の自立・自律」、「財政
の自立・自律」、「開かれた事業実施」という
観点から考察した。 
 その結果、イングランド協会では「官」に
よる影響が推測される組織体制の改変や、収
入における公的助成金の割合の高さなどか
ら、自立・自律した組織であるとは断言し難
い。しかしながら、それらの援助を主体的に
活用する姿勢を示しながら課題解決に取り
組み、より多様なバドミントン愛好者のニー
ズに対応した事業を展開しているという点
で、イングランド協会における公共性担保の
状況が理解される。対して、日本協会では、
組織構造や財政面から学校や企業との継続
的な強い関係性が推察された。「自立・自律」
という観点からみれば、それらの組織に依存
している側面がある。また、愛好者に向けた
事業展開においても、対象が限定的であり、
誰もがアクセス可能な空間の提供に向けて、
その対象や事業実施の方法を改善できる余
地がある。しかし、既に多様で幅広い対象者
を意識した事業がみられ始めている事例も
あり、今後の更なる改革が期待できよう。 
④イギリスのスポーツ政策における民間ス

ポーツ組織の果たす公共性 
 イギリスのスポーツ政策研究に精通し、ス
ポーツ政策全般に対する知見が豊富なバリ
ー・フーリアン（Barrie Houlihan）教授（ラ
フバラ大学）へのインタビュー調査の結果、
以下のような知見を得られた。 
 第 1 に、政府と民間スポーツ組織の契約的

な関係性に基づいて展開されるイギリスの
スポーツ政策は、政府による強制力を持った
ものとして行われている。財政を政府に依存
している民間スポーツ組織は政府の方針に
従わない限り資金を得ることができないた
め、一方では自立（自律）的な活動を目指し
ているものの、結局は活動資金を得るために
は政府との契約を遵守しなければならない。
このような状況下では、結果としてスポーツ
による、スポーツからの自立性（自律性）の
発揮は難しくなる。第 2 に、イギリスの民間
スポーツ組織は、特定のグループに焦点化し
たスポーツ参加の増大、スポーツクラブの偏
在、「社会」の意味する範囲が狭く、その対
象は限定的である。結果として、スポーツの
幅広い社会的責任を果たす役割は既存の民
間 ス ポ ー ツ 組 織 が 担 う の で は な く 、
StreetGames という新たな組織に取って代
わられているのが現状である。しかし、
StreetGames のような新たな組織が社会的
責任の任務を果たすようになったとしても、
結局はその資金を政府に依存しているため
に政府の意向に左右されることとなり、スポ
ーツ組織からの行動は生じにくいのではな
いかと考えられる。第 3 に、競技団体やスポ
ーツクラブがより広く社会的な責任を果た
していこうとするならば、他組織・団体との
連携・協働関係を構築していく必要があるだ
ろう。そのため、スポーツ以外との組織（学
校、ユースクラブなど）とのネットワークを
形成し、民間スポーツ組織からの社会的責任
の発揮を支えるための関係を構築していく
ことが求められている。 
⑤ロンドン 2012 年後のスポーツ政策を読み
解く 

 スポーツにおける平等性の担保を示す指
標は、今のところ存在していない。イギリス
には、政策決定過程において、パワーが分散
される多元主義的な構造が存在する。その 1
つがアスリートコミッションであり、選手の
声を届けるシステムであろう。この場合、障
害者スポーツ界のエリートであるパラリン
ピアンの強化指定選手たちは、競技環境の整
備を問う優位な立場にいた。2012 大会によ
り、政府の政策、NGB の活用、選手の声な
ど、強化環境については各段に整備されてき
た。対して、地域スポーツの整備については、
今後の課題といえよう。おそらく、地域スポ
ーツの評価が難しいからかももしれない。 
 日本においても、スポーツ庁内に地域障害
者スポーツの推進に関わる有識者会議が発
足などしている。しかし、イギリスと同様に、
パラリンピックに関心が集まり、グラスルー
ツにまで手は届いているとは言い難い。加え
て、パラリンピックも十分に競技環境が整備
されているとは言い難く、不確かな状態でも
ある。イギリスから学べることの 1 つとして
は、スポーツを推進する責任の所在を明確に
したことによって、システムをより構築しや
すくしたことが挙げられる。 



（３）台湾、日本調査の結果と考察 
①台湾調査の概要及び台湾のスポーツ組織

の公共性 
 台湾のチャイニーズタイペイオリンピッ
ク委員会（CTOC）と中華民國体育運動総会
を取りあげ、それらの民間スポーツ組織とし
ての公共性を検討した。CTOC は、必ずしも
国家の枠組みに制約されないオリンピック
モデル方式によって、IOC が開催する大会に
台湾の選手を派遣することができている。
1960 年代以降、中国とは中華人民共和国で
あり、台湾は中国の一部であるという見方が
国際社会において浸透することに対抗して、
「台湾」や「中華民国」という言説は人々の
ナショナル・アイデンティティを醸成するも
のとなった。中国という国家の植民地化に抵
抗し、ヘゲモニーを獲得する象徴的な組織と
して CTOC を捉えることができる。また、中
華民國体育運動総会は、「公的セクター」で
ある政府・地方自治体、「私的セクター」で
ある民間営利企業、そしてスポーツを行う
人々が直接かかわる「コミュニティ・セクタ
ー」の 3 者と関わり合いながらも自律して活
動を展開していることから、新しい公共を構
築し、市民社会の成立に貢献している。 
 しかし、CTOC の予算の 80％が政府から
の経費であり、その使途についても政府の規
定に従わなくてはならない。また、1997 年
に体育委員会が設置され、その影響力の増大
に伴って、CTOC や体総の予算が減少したこ
とは、台湾政府に対して相対的に独立した組
織であるとは言いがたい面もある。また、
2013 年に「体育委員会」が「体育司」と統
合され、教育部の下に「体育署」が設置され
たことは、実質的には教育行政の下で、スポ
ーツ振興がなされていることを示している。
2014 年に CTOC、体総、体育署は、共同声
明を発表し、この 3者の協力体制を顕示した。
3 者が協働してスポーツプロモーションが展
開されることは理想的であるが、「新しい公
共」の理念に立つならば、民間スポーツ組織
である前 2 者（CTOC、体総）は、「略奪と再
分配（支配と保護）」という国家レベルの権
力を有する後者に従属するのではなく、むし
ろ公論的ヘゲモニーによって後者に対する
影響力を行使することが求められている。 
②「新しい公共」形成からみた日本における

民間スポーツ組織の現状と課題 
 日本のスポーツ組織の公共性を構成する 4
つの要素（民主性・公益性・公開性・自立性）
からその現状を分析すると、「民主性」につ
いては、特に役員や評議員など当該組織・団
体の意思決定部門に男性・60 歳以上・無給・
競技実績が全国大会出場レベル以上の経歴
を有する者に著しく偏っているという同質
的な組織構成が確認された。一方で、他種目
競技関係者の参画は少ないこと、選挙によら
ない選出方法や会長・理事の再選回数規定が
ないことなどから、組織の硬直性(民主的手
続きの問題)も指摘でき、総じて多様性確保

の課題が示唆された。「公益性」では、普及・
社会貢献の捉え方が様々であるが、総じて普
及事業に対する財政支出及びエフォート比
率は共に低く、社会貢献事業の占める割合も
低いことから、全体として公益事業に比重を
置かない事業構造になっていた。「公開性」
については、他団体と積極的に連携・協働す
るような事業・活動等は確認できず、学校や
企業との連携・協働も活性化しているとはい
えないこと、また競合意識もないことから、
その閉鎖性が課題として示唆された。最後の
「自立性」の要素のうち、財務的自立の観点
については、補助金・助成金及び少数企業へ
の財政的依存傾向が確認され、安定的財源と
しての会費や寄附金の総収入に占める割合
が少ない。ただし、会費収入を増加させるた
め「会員拡大」を重視する団体は多かったこ
とから、具体的な会員増加策を展開すること
が課題として示された。また、精神的自立の
観点については、より具体性・実効性のある
中・長期的プランの必要性とともに、それら
を策定するための専門職に対する必要性の
意識を高めることが課題として指摘される。 
 以上の結果を踏まえて、日本のスポーツ組
織の公共性構築に向けた起点、すなわち戦略
的変革のポイントは、主にその「民主性」確
立に求められることが理解された。現状の民
間スポーツ組織の特徴は、「同質性・硬直性」
と「アマチュア」が挙げられる。ここでの「ア
マチュア」は、個人主義、非専門的、無給な
どで表される表現として捉えられる。まず、
現在のスポーツ団体は、同質・硬直した組織
構造であり、利他的ではない個人主義である
ため、社会の変化に応じた普及・社会貢献活
動が不十分となっていると考えられる（公益
性の現状と課題）。同質・硬直した組織構造
であり、無給であるため、従来通りの収入に
対する依存傾向があり、発展的な収入の増加
を求めない傾向にある（財務的自立の現状と
課題）。最後に、これは双方向への影響とも
考えられるが、非専門的であるため専門職の
不在や必要性への意識も乏しいものと考え
られる（精神的自立の現状と課題）。 
 このように考えると、「同質性・硬直性」
という特徴をもった組織構造から「多様性」
を含みもつ組織構造へとスポーツ組織のダ
イバシティを推進すること、また、「アマチ
ュア」組織の水準から自発的・専門的・利他
的に良い社会をつくっていこうとする「プロ
フェッショナル」へ移行していくことが、「新
しい公共」構築に向けた、民間スポーツ組織
改革の方向性であると考える。 
（４）まとめと今後の課題 
 各調査におけるテーマは、本研究の目的の
もとで、それぞれが独立した論を形成してお
り、研究内容としてまとまっている。したが
って、各国における「新しい公共」の観点か
らみた民間スポーツ組織の現状と課題につ
いては、上記のそれぞれの考察と見解が示す
通りである。 



 NGO としてのスポーツ組織は、スポーツの
グローバル化の中で、政府や地方自治体によ
る公権力に依存しないで、スポーツによる
「新しい公共」形成がめざされる必要がある。
調査対象国（英国、ドイツ、オーストリア、
台湾）と日本の現状とを比較検討した結果、
いずれも、1）大衆化と高度化の二極化、2）
課題の多様化と複雑化、3）組織的統合の必
要性、4）「新しい公共」の自覚化、という共
通の課題に直面していることが明らかとな
った。特に日本のスポーツ競技団体では、「新
しい公共」形成の核となる「民主性」「自立・
自律性」「公益性」「公開性」のいずれもが不
十分であり、種目団体を超える新たな「統括
性」が必要との結論を得た。 
 今後は、さらに研究対象を「ポスト・オリ
ンピック」におけるヨーロッパやアジア、南
米のスポーツ組織等に広げつつ、その国際比
較から「ポスト 2020」における日本の＜官
―民＞協働の組織的なガバナンス・システム
モデルを明確に提言していく課題が残され
ている。 
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